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平成１８年度　決算のあらまし

差引額（A－B）歳出決算額（B）歳入決算額（A）会　計　名

５７０，０８０９，４３９，５３６１０，００９，６１６一 般 会 計

２３０，２０５２，８７６，９２８３，１０７，１３３国民健康保険特　　

別　　

会　　

計

７，７２１２，５３０，００５２，５３７，７２６老人保健医療

４６，７９８１，８０５，８２１１，８５２，６１９介 護 保 険

６０，５６０１，７５８，７９７１，８１９，３５７下水道事業

３４５，２８４８，９７１，５５１９，３１６，８３５小 計

９１５，３６４１８，４１１，０８７１９，３２６，４５１合 計

歳入歳出決算の総額
（単位：千円）

一般会計
　歳入　100億　 961万6千円
　歳出　　 94億3，953万6千円

　平成１８年度一般会計における最終予算額は、歳入歳出それぞれ９９億

２，１０９万２千円です。これに対し、歳入決算額は、１００億９６１万６千円で収

入率は１００．９％、歳出決算額は、９４億３，９５３万６千円で執行率は９５．１％、

翌年度へ繰越される額は、５億７，００８万円となります。
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特　

集 構成比（％）決算額区　　　分

５８．８５，８８７，９７８町 税

自　

主　

財　

源

０．５５２，５４６分 担 金 及 び 負 担 金

１．８１８１，３９３使 用 料 及 び 手 数 料

０．４３７，１０３財 産 収 入

０．０２０１寄 附 金

９．３９３５，５６４繰 入 金

４．８４８４，０２７繰 越 金

０．５５３，９３５諸 収 入

７６．３７，６３２，７４７小 計

１．９１８８，３０４地 方 譲 与 税

依　
　

存　
　

財　
　

源

０．２２１，８３０利 子 割 交 付 金

０．３２７，０５１配 当 割 交 付 金

０．３２６，７１８株式等譲渡所得割交付金

２．３２２９，４１８地 方 消 費 税 交 付 金

０．２２４，３８８ゴルフ場利用税交付金

０．９８７，３９２自 動 車 取 得 税 交 付 金

２．１２０９，７４４地 方 特 例 交 付 金

０．５４５，７７４地 方 交 付 税

０．１６，１５８交通安全対策特別交付金

２．６２５５，８０６国 庫 支 出 金

６．０６００，７８６県 支 出 金

６．５６５３，５００町 債

２３．７２，３７６，８６９小 計

１００．０１０，００９，６１６歳 入 合 計

　歳入決算額は、１００億９６１万６千円

で、前年度に比べマイナス２．７％、２億

８，０１６万７千円の減となりました。

　歳入の根幹的財源である町税は、５８

億８，７９７万８千円で、前年度対比プラ

ス１．０％、５，７７６万５千円の増となって

おり、歳入全体に占める割合は、

５８．８％です。これは、固定資産税は評

価替えにより減収となったものの、税

制改正による老年者控除の廃止や公的

年金控除額及び定率減税の縮減により

個人町民税が増えたことで全体では増

となったものです。

　地方特例交付金は、２億９７４万４千

円で、前年度対比マイナス１８．８％、

４，８７０万７千円の減となりました。こ

れは、定率減税が縮減されたことによ

り、その交付額が減となったもので

す。

　地方交付税は、４，５７７万４千円で、前

年度対比マイナス１７．４％、９６１万９千

円の減となりました。これは、特別交

付税が減となったことによるもので

す。なお、普通交付税は、前年に引き

続き不交付となっています。

　国庫支出金は、２億５，５８０万６千円

で前年度対比プラス８．０％、１，８８９万６

千円の増となりました。これは、児童

手当事務に係る児童福祉費負担金が減

となったものの、上山口小学校校舎耐

震補強工事に伴う教育費補助金が交付

されたこと等により増となったもので

す。

　県支出金は、６億７８万６千円で前年

度対比プラス２１．４％、１億５８４万５千

円の増となりました。これは、真名瀬

漁港再整備事業に伴う水産業費補助金

が増となったこと等によるものです。

　繰入金は、９億３，５５６万４千円で前

年度対比マイナス７．５％、７，６２４万３千

円の減となりました。これは主に財政

調整基金繰入金が減となったことによ

るものです。

　町債は、６億５，３５０万円で、前年度対

比マイナス２９．９％、２億７，８２０万円の

減となりました。これは、（仮称）保育

園・教育総合センター複合施設整備事

業債や臨時財政対策債等の減などによ

るものです。

歳 入

歳　入（財源区分別） （単位：千円）

構成比（％）決算額区　　分

５１．４３，０２９，０５４町 民 税

３７．０２，１７６，７８０固 定 資 産 税

０．４２４，４８９軽 自 動 車 税

２．５１４５，４０４町 た ば こ 税

８．７５１２，２５１都 市 計 画 税

１００．０５，８８７，９７８合 計

町税の内訳 （単位：千円）

一 般 会 計
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　歳出決算額は、９４億３，９５３万６
千円で、前年度対比マイナス３．７％、
３億６，６２２万円の減となりました。
　総務費は、１６億１，８８０万２千円
で、前年度対比マイナス９．８％、１
億７，５０１万７千円の減となりまし
た。これは、基金積立金や衆議院
議員総選挙及び最高裁判所裁判官
国民審査費、参議院神奈川県選出
議員補欠選挙費などが減となった
ことによるものです。
　民生費は、１８億８，８２０万９千円
で、前年度対比マイナス１０．６％、
２億２，３９９万２千円の減となりま
した。これは、支給対象年齢の引
き上げにより児童手当等が増と
なったものの、１７年度からの継続
事業である（仮称）保育園・教育
総合センター複合施設整備事業費

が前年度に比べ減となったことな
どによるものです。
　衛生費は、１７億６，４２６万５千円
で、前年度対比マイナス０．８％、１，３４９
万３千円の減となりました。これ
は、汚水処理施設やクリーンセン
ターのアスベスト対策工事などの
増があったものの、し尿処理施設
維持管理事業や焼却灰等運搬処分
委託の減などによるものです。
　農林水産業費は、２億３，１２２万１
千円で、前年度対比プラス３２３．９％、
１億７，６６８万円の増となりました。
これは、真名瀬漁港再整備事業の
増などによるものです。
　商工費は、８，１３１万２千円で、前年
度対比マイナス５．９％、５０６万２千
円の減となりました。これは、商
工会等各種補助金や観光施設維持
管理事業の減などによるものです。
　土木費は、１４億８，５９２万１千円
で、前年度対比マイナス１７．１％、

３億６９３万３千円の減となりまし
た。これは、都市計画基礎調査委
託などが増となったものの、下水
道事業特別会計繰出金や町道森戸
向原線他街路整備事業などの減が
あったことによるものです。
　消防費は、５億６，２２２万５千円
で、前年度対比マイナス３．２％、
１，８７２万８千円の減となっており
ます。これは、神奈川県防災行政
通信網整備負担金などの増があっ
たものの、消防車両整備事業など
の減によるものです。
　教育費は、１０億２，８６３万８千円
で、前年度対比プラス１９．３％、１
億６，６７０万円の増となりました。
これは、長柄桜山古墳群調査整備
事業が減となったものの、上山口
小学校校舎耐震補強工事などが増
となったことによるものです。

歳 出

歳　出（性質別） （単位：千円）

構成比（％）決算額区　　　分

２９．４２，７７５，０４６人 件 費
消　

費　

的　

経　

費

１９．１１，８０３，７８５物 件 費

０．５５０，８６０維 持 補 修 費

６．９６４７，４５７扶 助 費

３．９３６６，２５６補 助 費 等

５９．８５，６４３，４０４小 計

１１．６１，０９１，９０６普通建設事業費投
資
的
経
費

０．００災害復旧事業費

１１．６１，０９１，９０６小 計

６．３５９５，４１３公 債 費

そ　
　

の　
　

他

４．７４４１，９００積 立 金

０．０４９２投資及び出資金

０．１５，０００貸 付 金

１７．６１，６６１，４２１繰 出 金

２８．６２，７０４，２２６小 計

１００．０９，４３９，５３６歳 出 合 計

歳　出（目的別） （単位：千円）

構成比（％）決算額区　　　分

１．９１８３，４７６議 会 費

１７．１１，６１８，８０２総 務 費

２０．０１，８８８，２０９民 生 費

１８．７１，７６４，２６５衛 生 費

２．４２３１，２２１農 林 水 産 業 費

０．９８１，３１２商 工 費

１５．７１，４８５，９２１土 木 費

６．０５６２，２２５消 防 費

１０．９１，０２８，６３８教 育 費

０．００災 害 復 旧 費

６．３５９５，４１３公 債 費

０．０５４諸 支 出 金

１００．０９，４３９，５３６歳 出 合 計
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（単位：千円、％）

１２．３２１６，１６１総 務 費

３９．９７０２，２０４事 業 費

４７．８８４０，４３２公 債 費

１００．０１，７５８，７９７合 計

８．５１５４，７４６使用料及び手数料

１３．８２５１，３００国 庫 支 出 金

０．９１６，３２９県 支 出 金

５１．２９３２，０００繰 入 金

４．１７４，７８１繰 越 金

０．０２０１諸 収 入

２１．４３９０，０００町 債

１００．０１，８１９，３５７合 計

下
水
道
事
業

４．１７３，７１３総 務 費

９３．６１，６９０，０３０保 険 給 付 費

０．００財政安定化基金拠出金

０．００保健福祉事業費

２．１３７，８９５地域支援事業費

０．００基 金 積 立 金

０．００公 債 費

０．２４，１８３諸 支 出 金

１００．０１，８０５，８２１合 計

２１．８４０４，７２１介 護 保 険 料

０．５９，４８９使用料及び手数料

１９．６３６３，２０８国 庫 支 出 金

２８．３５２３，４１８支払基金交付金

１３．９２５８，０２０県 支 出 金

０．００財 産 収 入

１５．７２９０，５６９繰 入 金

０．２３，００４繰 越 金

０．０１９０諸 収 入

１００．０１，８５２，６１９合 計

介
護
保
険

０．４１１，１０９総 務 費

９９．６２，５１８，８９６医 療 諸 費

０．００公 債 費

０．００諸 支 出 金

０．００前年度繰上充用金

１００．０２，５３０，００５合 計

５７．９１，４６８，４７７支払基金交付金

２７．９７０７，５７１国 庫 支 出 金

６．９１７５，６５４県 支 出 金

７．２１８３，９５１繰 入 金

０．１２，０２９繰 越 金

０．０４４諸 収 入

１００．０２，５３７，７２６合 計

老
人
保
健
医
療

２．３６５，６９０総 務 費

６５．８１，８９１，９３３保 険 給 付 費

１８．５５３２，６５２老人保健拠出金

６．９１９７，９３７介 護 納 付 金

５．２１４８，８０３共同事業拠出金

０．３８，３７４保 健 事 業 費

０．０６１基 金 積 立 金

０．００公 債 費

１．１３１，４７８諸 支 出 金

１００．０２，８７６，９２８合 計

４２．８１，３２８，９２４国民健康保険料

０．０１１使用料及び手数料

１９．５６０６，１１７国 庫 支 出 金

１６．８５２２，６９０療養給付費等交付金

３．９１２２，６０４県 支 出 金

４．７１４６，９１８共同事業交付金

０．０６１財 産 収 入

８．２２５４，７３５繰 入 金

３．９１２２，２９５繰 越 金

０．１２，７７８諸 収 入

１００．０３，１０７，１３３合 計

特別会計
歳　 　 入

構成比決算額区　　分

歳　 　 出

構成比決算額区　　分

国
民
健
康
保
険

　最終予算額は、歳入歳出それぞ
れ１８億２，１２９万８千円です。これ
に対し、歳入決算額は、１８億１，９３５
万７千円で、収入率９９．９％、歳出
決算額は、１７億５，８７９万７千円で
執行率９６．６％、翌年度へ繰越され
る額は、６，０５６万円となりました。

下 水 道 事 業
特 別 会 計

　最終予算額は、歳入歳出それぞ
れ１９億２，３９０万９千円です。これ
に対し、歳入決算額は、１８億５，２６１
万９千円で、収入率９６．３％、歳出決
算額は、１８億５８２万１千円で執行
率９３．９％、翌年度へ繰越される額
は、４，６７９万８千円となりました。

介 護 保 険
特 別 会 計

　最終予算額は、歳入歳出それぞ
れ２５億８，７５３万４千円です。これ
に対し、歳入決算額は、２５億３，７７２
万６千円で、収入率９８．１％、歳出
決算額は、２５億３千万５千円で執
行率９７．８％、翌年度へ繰越される
額は、７７２万１千円となりました。

老 人 保 健 医 療
特 別 会 計

　最終予算額は、歳入歳出それぞ
れ３１億１，０７６万７千円です。これ
に対し、歳入決算額は、３１億７１３万
３千円で、収入率９９．９％、歳出決
算額は、２８億７，６９２万８千円で執
行率９２．５％、翌年度へ繰越される
額は、２億３，０２０万５千円となり
ました。

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計
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町 債 の 状 況

1 一　般　会　計

平成１８年度末現在高区　　　分

２，９００，２２５財 務 省

１，４８５，５０５郵 政 公 社

２５５，４８０公 営 企 業 金 融 公 庫

９２，６２１神 奈 川 県

５５８，１７５県 市 町 村 振 興 協 会

６２７，８０３市 中 銀 行 等

５，９１９，８０９合 計

（2）借入先別内訳 （単位：千円）

2 下水道事業特別会計

平成１８年度末現在高区　　　分

８，４８２，９６４財 務 省

７６３，９００郵 政 公 社

１，２１６，９１８公 営 企 業 金 融 公 庫

７９，０００神 奈 川 県

１０，５４２，７８２合 計

（1）借入先別内訳 （単位：千円）

平成１８年度末現在高区　　　分

２７４，６５３総 務 債

５０１，７３０民 生 債

１９０，２６５衛 生 債

４６，１５２農 林 水 産 業 債

４３９，１２６土 木 債

４９０，２１２消 防 債

５０７，８７５教 育 債

１，２１６，２４５減 税 補 て ん 債

６１，８１３臨 時 税 収 補 て ん 債

２，１９１，７３８臨 時 財 政 対 策 債

５，９１９，８０９合 計

（1）目的別内訳 （単位：千円）

　

町
で
は
、
県
と
県
内
三
〇
市
町
村
と
共

同
で
、
各
種
申
請
・
届
出
手
続
き
を
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
使
っ
て
自
宅
や
職
場
か

ら
い
つ
で
も
行
う
こ
と
が
で
き
る
サ
ー
ビ

ス
を
は
じ
め
て
い
ま
す
。
十
二
月
か
ら
新

た
に
次
の
手
続
き
が
利
用
で
き
ま
す
。

　

今
後
、
徐
々
に
利
用
で
き
る
手
続
き
を

増
や
し
て
い
き
ま
す
。

◆
町
へ
の
提
案　
（
十
二
月
一
日
か
ら
）

　
　

町
へ
の
提
案
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の

ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
左
下
に
あ
る
『
葉
山
町

に
つ
い
て
』
か
ら
利
用
で
き
ま
す
。

※
今
ま
で
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
の
「
町
へ

の
提
案
」
で
は
、
入
力
し
た
情
報
が
第

三
者
に
読
み
取
ら
れ
る
可
能
性
が
あ
り

ま
し
た
。
電
子
申
請
・
届
出
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
不
安

が
な
く
な
り
ま
し
た
の
で
安
心
し
て
ご

利
用
く
だ
さ
い
。　

◆
集
団
検
診
の
申
込
み

十
二
月
一
日
か
ら
（
来
年
一
月
三
〇
日

（
水
）実
施
分
）

◆
体
験
版
手
続
き
で
お
試
し
く
だ
さ
い

　
　

町
で
は
、
電
子
申
請
・
届
出
サ
ー
ビ

ス
が
ど
の
よ
う
な
も
の
か
を
体
験
で
き

る
よ
う
に
体
験
版
の
手
続
き
を
用
意
し

ま
し
た
。

【
体
験
版
】

　

署
名
な
し
手
続

　

署
名
あ
り
手
続
（
住
民
基
本
台
帳
カ
ー

ド
等
が
必
要
で
す
）

　

体
験
版
の
手
続
き
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

の
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
左
側
に
あ
る
『
便
利
な

サ
ー
ビ
ス
』
の
『
電
子
申
請
・
届
出
』
か

ら
利
用
で
き
ま
す
。

◎
操
作
方
法
な
ど
が
分
か
ら
な
い
時
は

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
を
ご
利
用
く
だ
さ

い
。

�
〇
五
七
〇－

〇
五－

七
五
〇
〇

利
用
時
間

八
時
三
〇
分
〜
十
七
時
三
〇
分
（
土
日

祝
日
・
年
末
年
始
を
除
く
）

問
合
せ　

企
画
調
整
課　

�
内
線
二
七
〇

神
奈
川
県
市
町
村
電
子
自
治
体
共
同
運

営
協
議
会
事
務
局
（
県
企
画
部
情
報
シ

ス
テ
ム
課
内
）　

　

�
〇
四
五－

二
一
〇－

三
三
二
五

電
子
申
請
・
届
出
サ
ー
ビ
ス
を
ご
存
知
で
す
か
？
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利
用
で
き
る
手
続
き
が
増
え
ま
す


